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1．はじめに

　　貧困削減が世界銀行、アジア開発銀行やそ

　の他主要援助国の最終目標として掲げられる

　ようになってから久しい。2000年9月の国連

　ミレニアム・サミットにおいてミレニアム開

　発目標が採択され、貧困削減はその目標の第

　一に挙げられた（富本2003）が、それに先

　立つ1999年9月のIMF・世界銀行合同開発委

　員会において世界全域の72の発展途上国に対

　して貧困削減戦略文書（Poverty　Reduction

　Strategy　Paper：PRSP）の策定が求められ

＼た。PRSPは、世界銀行グループの国際開発
　協会（lnternational　Development　Association：

　IDA）の融資、国際通貨基金（International

　Monetary　F㎜d：IMF）の貧困削減成長ファ

　シリティ（Poverty　ReductiQn　and　Growth

　Facihty：PRGF）による融資の前提条件のひ

　とつにされている他、重債務貧困国（Heav且y

　Indebted　Poor　Country：H：IPC）がいわゆる

　　「HIPCイニシアティブ」によって債務削減

　を受ける前提条件とされていることから、全

　ての最貧国は貧困削減を公式に政策目標とし

　て掲げて経済運営を行っていると言ってよい

　　（柳原2001、牧野・足立・松本2001）。

　　ミレニアム開発目標にしろPRSPにしろ、

　貧困削減の達成度合いが各国毎に評価を受

　け、債務削減や譲許的融資の継続にも影響を

　及ぼすことから、3年程度の短期間に貧困削

　減の実を上げることが求められる。したがっ

　て公共支出の動員によって教育や保健の水準

　を上げることが重視され、最貧国を自律的発

展経路に乗せるための生産能力の増強やそれ

を通じた雇用機会の創出は二次的な役割と位

置付けられる傾向がある（2）。

　しかし貧困削減がいくら急速に進んだとし

ても、短期問のうちに貧困撲滅が可能である

とは思えない。仮にミレニアム開発目標通り

に貧困削減が進んだとしても、2015年には

尚、現在の低・中所得国に住む人ロの14．5％

が1日1人あたり1米ドルの貧困線以下の生

活を余儀なくされると予測される。この意味

で貧困削減は長期戦である。したがって、発

展途上国が本腰を入れて貧困削減に取り組む

としたら、公共支出に依存した貧困削減戦略

を採用するわけには行かない。政府開発援助

に依存することなく発展途上国それぞれが生

産能力を拡大し、自前で所得を増加させるこ

とが、貧困削減の努力を持続させるためには

必要なのである。

　このように、貧困削減のために必要とされ

る経済成長はPro－Poor　Growthと呼ばれる。

Pro－Poor　Growthは定義上、貧困層を置き去

りにして、高所得層のみを利するものであっ

てはならない。貧困削減と経済成長の両立が

求められるのである。論者によっては、貧困

層の所得増加率が非貧困層の所得増加率を上

回るような経済成長をPro－Poor　Growthと呼

ぶとする考え方もある（Kakwar旺and　Pernia
2000）（3）。

　この貧困削減と経済成長の両立に反対する

人はいない。問題はどうしたらそれが可能に

なるか、という戦略について必ずしも合意が

成立していないことである。これまでのPro

－Poor　Growthに関する研究は、各発展途上
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　　国の経済成長がpro－poorであったかどうか

　　を、それぞれのPro－Poor　Growthの定義に

　　則って検証するタイプのものが多く
　　（K：akwani　and　　Pernia　2000）、　Pro－Poor

　　Growthを達成する戦略まで考察しているも

　　のは少ない（Klasen　2001，Lipton　and

　　Ravalhon　1995，Ravalion　and　Chen　2001，and

　　Ravalhon　and　Datt　1996，1999）。本稿で扱う

　　課題は、貧困層向け公共支出によることな

　　く、経済成長が自律的に貧困削減を達成する

　　メカニズムを組み込んでいるような経済成長

　　パターン（4）と、それを可能にする政策につい

　　て検討することである。そのようなうまい話

　　があるものか、と写る向きには、我々が住ま

　　う東アジアの経済成長パターンを想起してい

　　ただきたい。日本を代表とする東アジア諸

　　国・経済は、実際にそれを達成して今日の発

　　展を得たのである。

　　　東アジアにおける経済成長と貧困削減、ひ

　　いては平等な所得分配は、経済成長に伴う雇

　　用機会の増加が雇用者数と賃金の上昇を引き

　　起こすことによって達成された、と考えるの

　　が一般的である。そしてそのような資源配分

＼　や産業構造変化は、政府によるある程度の方

　　向付けはあったにせよ、基本的には市場メカ

　　ニズムを通じてなされたと考えられている。『

　　少なくともアジア通貨危機以前は、このよう

　　な東アジア諸国・経済の発展パターンは「東

　　アジアの奇跡」と賞賛されていた（World
　　Bank　1993）o

　　　本稿ではこのような東アジア経済の発展パ

　　ターンをPro－Poor　Growthのベンチ・マーク

　　（比較基準となる典型例）とする。東アジア

　　の経済発展は、前述のKakwar亘とPerrdaの

　　用語法におけるPro－Poor　Growthではなかっ

　　たかも知れない。しかし、経済成長と貧困削

　　減、所得分配の平等を実現した東アジア経済

　　発展パターンは、多くの最貧国が長期的な貧

　　困削減を目指す際の、一つの重要なモデルと

　　なるであろう。

　　　東アジアのPro－Poor　Growthは次節で述べ

　　るように労働集約的な製造製品を輸出に活路

　　を見出し発展し、当該産業の雇用を増やして

達成された。しかし、このような貧困削減一

経済成長パターンは現在推奨されている貧困

削減のための産業成長パターンの対極にあ

る。というのは、これまで発表されている多

くの論文は、貧困層が数多く雇用されている

農業を中心とした開発戦略を貧困削減のため

に推奨しているからである（K：lasen　2001，

Lipton　and　Ravalhon　1995，　Rava］［近on　and　Datt

1996，and　War　2002）。

　本稿はこのような問題意識を出発点に、東

アジアの経済成長と貧困削減のパターンと特

徴を整理する。その上で、それらを他の地域

と比較する。具体的にはサハラ以南アフリカ

と南アジアの国々を比較対象とする。

　本稿は以下のように構成される。まず次節

で東アジアのPro－Poor　Growthの特徴につい

て述べる。貧困削減と経済成長、及び平等な

所得分配が実現したメカニズムについて、既

存の研究による解釈を整理する。次に第3節

では分析の方法を述べる。用いるデータは主

に各国の乙鳥センサスか労働力調査から得て

いる。分析方法は単純な要因分解である。続

く第4節、第5節でそれぞれ東アジアと、南

アジア、アフリカ諸国の貧困層の業種別雇用・

吸収変化のトレンドを見る。第6節で全体を

総括する。

2．東アジアのPro－Poor　Growth

（D　経済成長、貧困削減と所得分配

　東アジアの経済成長は公平を伴った成長と．

して知られる（World　Bank　I993）。東アジア

では経済発展の結果、絶対的貧困を大きく削

減することに成功した。他方、後に本稿で比

較する南アジア、サハラ以南アフリカでは、

未だに大きな改善が見られていない（表1）。

また各地域の不平等度を見てみると、アジア

ではサハラ以南アフリカに比べ相対的に所得

分配の公平性が維持されていたと言えよう

（表2）。この意味で、東アジアの発展経験

はPro－Poor　Growthの格好の事例となりう
る。

、
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　東アジアの貧困削減に関して特に注目され

るのは、その雇用に関する産業構造と、その

ような産業構造を実現させた貿易構造であ

る。ペティ＝クラークの法則に漏れず、東ア

ジアにおいても第二次世界大戦直後は農業な

ど第一次産業が生産、雇用、貿易の中心であっ

た。そして国民のほとんどが農村に住んでい

た。したがって貧困層の多くが農民であっ

た。東アジアの貧困削減は、このような農村

に住む貧困層に、代替的な雇用機会を増やし

ていくことによって実現した。代替的な雇用

機会は都市の工業やサービス業、および農村

の非農業部門によって与えられた。無論これ

らの部門が成長することにより農業部門への

プラスの波及効果もあった。

　そして雇用機会の増加は狭阻な国内市場を

超えた海外の需要によって支えられていた

（Balassaθ6認1982）。輸出入パターンはそ

れぞれの国の比較優位構造に影響され、各国

の比較優位の重要な決定因の一つは要素賦存

状況であると考えられている。相対的に言え

ば労働豊富で土地が希少であることが多い東

アジアは、相対的に土：地集約的である農産品

より、相対的に労働集約的である製造業品、

中でもより労働集約的な繊維製品等に比較優

位を持ち、それらの輸出を伸ばすことによっ

て雇用機会を増やしていった（平田・野原

1989、渡辺1978、pp．133－180、同1985、

表1東アジアとサハラ以南アフリカ、南アジアの所得貧困

貧困人口（一日1ドル未満）　　　　　　　　　　単位：百万人

1987　　　　1990　　　　1993　　　　1996　　　　1998

東アジア・大洋州

@　中国を除く

?アジア
Tハラ以南アフリカ

4175
P14．1

S74．4

Q17．2

452．4　　　－

X2．0

S95．1

Q42．3

431．9

W35

T05．1

Q73．3

265．1

T5．1

T31．7

Q89．0

278．3

U5．1

T22．0

Q90．9

貧困者比率（一日1ドル未満）　　　　　　　　　　　単位：％

1987　　　　1990　　　　1993　　　　1996　　　　1998

東アジア・大洋州

@　中国を除く

?アジア
Tハラ以南アフリカ

26．6

Q3．9

S4．9

S6．6

27．6

P85

S4．0

S7．7

25．2

P5．9

S2．4

S9．7

14．9

P0．0

S2．3

S8．5

15．3

P1．3

S0．0

S6．3

（出所）World　Bank　2000．

表2　東アジアとサハラ以南アフリカ、南アジアにおける不平等度（平均ジニ係数）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

　　　　　　　　　　1960　　　ざ．　1970　　　隅こ　　1980　　　ざ　　1990　　　ざ

東アジア・大洋州

南アジア

サハラ2　アフリカ

37．43

36．23

49．90

39．88

33。95

48．19

38．70

35．O1

43．46

38．09

31．88

46．95

（注）ジニ係数算出の際の所得階層区分は国・地域により異なるため、比較には注意を要する。また地域
内の単純平均であり加重平均ではない。詳細は以下の出典参照。

（出所）Deininger　and　Squire　1996

＼
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pp．63－114）。このように雇用機i会を増やし

ていくことで、相対的に所得分配の公平性が

保たれたのである。

（2）Pro－Poor　Growthのメカニズム

　筆者らは東アジアのPro－Poor　Growthにつ

いて、このようなシナリオを想定しているの

であるが、本稿の後半では特に「東アジアの

製造業による貧困層労働者の旺盛な需要」と

いう点について分析を深めていく。

　本稿では東アジアのPro－Poor　Growthにつ

いて、仮説として以下のようなメカニズムを

想定している。

　戦後東アジアにおいて貧困層の典型は労働

者であった。労働者は労働以外に収入を得る

主要な手段を持たないことが多く、東アジア

の貧困削減は、労働者が自らの所得を増やし

ていくことで実現された。土地無し農民も、

労働以外に稼得手段を持たないという意味
で、労働者に分類される（5）。

　戦後、都市化の進んでいない段階では、東

アジアのどの経済においても、人ロのほとん

どが農村に住んでおり、それゆえに貧困者の

農村居住比率も高かった。しばしば「貧困の

罠」と例えられる所得の低位安定状態から抜

け出し、所得を上昇させる契機として、旺盛

な労働需要が必要であったが、東アジアにお

いてそれは商品作物のプランテーション、鉱

業および製造業によって与えられた。その中

で最も長い間にわたって高い成長率、ひいて

は労働需要増加率を保ったのは製造業であっ

た。そして東アジアの製造業の拡大は、輸出

需要に裏打ちされていた。

　このように東アジアの貧困削減はその経済

成長と一体であって、経済成長のメカニズム

に貧困削減が組み込まれていた、と筆者らは

考えている。相対的に安い賃金で労働者を雇

うことが労働集約的産業に国際競争力をもた

らしたし、労働集約産業が成長することで賃

金上昇が起こった。もちろんそのプロセスに

おいて労働集約産業の競争力は弱まつだが、

その頃には産業構造変化が起こって、経済成

長の主役は別の産業へと移っていったのであ

る（6）。この一連の変化は市場メカニズムによ

るものであったし、所得上昇に関して教育水

準の上昇は二義的な重要性しか持たなかっ
た（7）。

（3）’Pro－Poor　Growthを支えた政策

　①輸出指向戦略
　ここで東アジアのPro－Poor　Growthを支え

た開発戦略をまとめておこう。東アジアの

国・地域は、低所得に起因する狭い国内市場

が国産製品によって充足されると、輸入代替

戦略から輸出指向戦略へと開発戦略を転換し

ていった。輸出指向戦略は、貿易収支の悪化

を緩和し、外貨獲得にも貢献した。1960年代

にはシンガポール、韓国、台湾が、1970年代

にはダイ、そして1980年代にはインドネシア

とフィリピンが輸出指向戦略に転じたとされ

る。

　輸出指向戦略へ転じた当初は衣類に代表さ

れる繊維産業が、輸出の中心的な産業であっ

た。衣類は1960－70年代に香港、韓国、台湾、

1970－80年代にインドネシア、マレーシア、

フィリピン、タイにおける主要輸出品であっ

た（末廣1982、平田・野原1989、渡辺1978、

1985）。現在では中国が、繊維製品輸出に関

して東アジアの首位に立っている。いわゆる

雁行形態論といわれるアジア特有の産業構造

変化のパターンにしたがって、日本、そして

NIEs、次にASEAN諸国、更に中国」ベトナ
ムの順で、それぞれが時期を違えて、縫製業

や電気・電子製品製造業といった労働集約産

業から資本・技術集約産業へと生産や輸出の

重点を移していく様子が見られる（大野・桜

井1997、山澤2001）。

　②市場の開放と海外直接投資の受け入れ

　輸出指向戦略は、貿易障壁を取り除き、輸

出と国内生産の間のインセンティブに中立性

を保つために、輸入保護政策や反輸出バイア

スを取り除くことにより実現されていった。

具体的には輸入関税率や輸出税の引き下げ、

＼

選
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表3　平均輸入関税

1975　　　1980　　　1985

　　　　　　　　（単位：％）

1990　　　1995　　　2000

シンガポール

韓国

1．34　　　0．91　　　0．72　　　0．35　　　0．23　　　　0．28

　　　7．64　　　8．41　　　7．88　　　4．65　　　4．30（1gg7）

マレーシア

タイ

インドネシア

フィリピン

9．41　　　9．00

14．35　　11．09

13．43

8．68

13．43

4．30

14．31

4．81　　　3．12　　　3．40（1gg7）

11．67　　　8．02　　　　　3．77

6．29　　　3．29　　　1．74（lggg）

14．52　　14．38　　　　7．08

インド

バングラデシュ

25．74　　25．66　　44．15　　42．18　　24．82　　　　20．05

8．64　　　16．43　　　14．04　　　　　　　　　　　　　　　　11．68（1ggg）

米国

日本

4．37　　　2．97　　　3．60　　　3．37　　　2．59

　　　2．29　　　2．30　　　2．65

1．63

（出所）World　Bank　2002．

数量割当の撤：廃などであった（Krueger

1984）。表3はアジア諸国の平均輸入関税率

を示している。輸出税はNIEsでは1970年代

以降撤廃されている。経済を徐々に開放する

ことにより、各国はグローバル化の波に上手

く乗っていったのである。

　同時に海外直接投資（FDI）受け入れのた

めの障壁を撤廃することにも積極的に対応し

ていった。FDIへの開放により、東アジアの

国・地域は新しい技術を習得していった。各

国の労働力は未熟練労働者としてまず雇用さ

れ、貿易やFDI増加により生産が拡大され

るに従い、雇用機会が拡大し技術が伝播され

ていった。輸出指向戦略はFDIの流入と相

侯って、学習し、常に競争し、更に上のレベ

ルの技術を習得するインセンティブとなり、

知識や資本集約的な産業へ移っていく原動力

となった（Quibria　2002，0㎞02002）。

　③　自由な労働市場

　経済成長の貧困削減に及ぼすインパクトは

労働者の雇用と賃金の変化により確認され

る。東アジアでは一般にその労働市場は自由

度を保っていたと考えられる。東アジアの

国・地域は雇用に規制を強いてこなかった。

最低賃金の設定など行き過ぎた規制は労働者

の福祉を維持するというよりむしろ労働市場

を歪める結果となる。この労働市場の自由性

により、東アジアの国’々は労働市場に過度の

規制を強いることなく実質賃金の目覚しい上

昇をもたらしたと考えられている（Quibria

2002，World　Bank　1995）。

3．分析のフレームワーク

（1）東アジアのPro－Poor　Growthの理論的説

　　明

　これまで述べたような東アジアのPro－

Poor　Growthの特徴は、経済学用語を用いる

と以下のように整理される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～
①東アジア諸国・経済の多くは相対的に労働
　豊富である（8）。

②相対的に労働豊富な場合の多い東アジア諸

　国・経済は労働集約財に比較優i位を持つ

　（ヘクシャー＝オリーン定理）

③東アジアにおいて貿易自由化は徐々に進展

　したので、東アジアにおいて労働集約財の
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価格は当初安かった。自由化の進展により

労働集約財の輸出数量のみならず輸出価格

も上昇する。労働集約財の価格が上昇する

ことにより賃金が上昇する（ストルパー＝

サミュエルソン定理）。

　つまり、労働豊富な要素賦存状況、ヘク

シャー＝オリーン定理、ストルパー＝サミュ

エルソン定理、と連続的な貿易自由化という

4つの要因が当てはまるような東アジアの

国・経済では、経済の開放性の高まりによっ

て、経済成長（9＞が起こると同時に賃金上昇に

よって貧困削減がなされるというメカニズム

が働いた可能性がある。

　東アジアにおける連続的な貿易自由化は表

3から明らかである。その他の3つの条件は

東アジア諸国・経済にどの程度妥当したので

あろうか。

　Edward　Leamerによれば、1950年代後半

において東アジアの多くの国・経済の労働は

豊富であった（Leamer　1984）。彼はいくつ

かの発展途：上国、先進国の1958年と1975年来

要素賦存データを構築した。東アジアからは

インドネシア、韓国、シンガポール、タイ、

日本、フィリピン、香港、マレーシア、ミャ

ンマーが選ばれている。この中では1958、1975

年の日本、1975年のシンガポールを除く全て

の国・経済において、①非識字労働者と②識

字・非専門職労働者の賦存量が世界平均と比

べて大きいことがわかった。

　しかしここで注意しなければならないこと

がある。それは第一に、Leamerの同じ研究

において、東アジアの中ではインドネシア、

タイ、フィリピン、マレーシア、ミャンマー

は「熱帯雨林気候下における土地」の賦存量

が、やはり世界平均より大きいとされている

ことである。Deepak　LalとHla　My血tは

Leamerの構築したデータを用いて土地労働

比率を計算している。その結果、上記の東ア

ジア経済の中でタイとマレーシアは1958年の

データでは土地豊富国に分類されるとしてい

る　（Lal　and　Myin七1996，pp．100－133）Qタイ

は分類の境界に位置し、1958年のデータでは

土地勘富国に分類されるものの、1978年の

データでは労働豊富国に入れられている。

　第2の留意点は、ヘクシャー＝オリーン定

理もストルパー＝サミュエルソン定理も、完

全な実証的支持を得ているとは言えないこと

である（Deardorff　1984，and　Leamer　and

Levinso㎞1995）。論争は1950年代に発表さ

れた「レオンティエフの逆説」にまで遡る。

それ以来、数多くの研究がこれらの定理の実

証が試みられており、論争はまだ続いている

と言うことさえできるが、Leamerと
Le血so㎞の結論は、貿易不均衡、技術格差、

選好の自国商品指向、要素集約度の逆転と

いった要因を制御すれば、両定理は支持され

る傾向にある、ということである。

　第3の留意点は、ヘクシャー＝オリーン定
理もストルパー＝サミュエルソン定理も、一

定の要素賦存量や一定の技術水準を前提とす

る静学であって、要素蓄積や技術進歩を原動

力とする経済成長を分析する方法論として十

分ではない、ということである5国際貿易論

と経済成長理論の接合は既に精力的に行われ

ているが、貿易自由化が一国の経済成長に与

える影響がプラスであるかマイナスであるか

は、理論的には確定しない（Grossman　and

Helpmarl　1991，1995，　and　Rivera－Batiz　and

Romer　l991a，　b）（1①。このような動学分析に

おいても静学的資源配分が均衡を決定する重

要な要因となっていることから、算学分析に

も一定の意義があると考えられるω。

（2）貧困、教育と雇用の関係

　以下本稿では、上に述べた東アジアのPro

－Poor　Growthの論理に整合的な貧困削減パ

ターンが経済成長と共に起こったか、という

問題を、当の東アジア諸国・経済、およびサ

ハラ以南アフリカ、南アジアの諸国につい

て、それぞれ検討する。貧困層の雇用機会の

増加が、貧困層を多数抱え、かつ土地集約的

な農業部門で起こったのか、それとも、農業

と比較すれば労働集約的な製造業で起こった

のか、が実証的課題となる⑫。
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　それに先立ち、「貧困」の代理変数を仮定

する。各国のマクロデータとして、所得階層

別産業別雇用データが得られる例はほとんど

無い。先進国においては賃金水準別産業別雇

用データが収集されている場合があるが、発

展途上国においてそのようなデータはほとん

どない㈲。また、厳密に言えば労働によって

得られる所得は総所得の一部でしかない。し

たがって、貧困層の就業構造をマクロ的に把

握するためには、貧困層の人々がほぼ共通に

持っている別の属性を代理変数とする必要が

ある。本稿ではこれを教育水準とした。

　教育水準は貧困の代理変数として長所と短

所を併せ持っている。第一の長所は、古くか

ら知られていることであるが、教育水準が所

得水準との高い相関である（Schultz　1988）。

この高い相関は、教育が所得上昇に大きく貢

献したことを必ずしも意味せず、所得の増加

がより高い水準の教育を可能にしたという逆

の因果関係を表している可能性もある。しか

しこの場合では、因果関係がどちら向きで

あっても、教育水準の代理変数としての適無

性には影響しない（④。第二の長所は教育水準

別産業別雇用データが発展途上国を含む比較

的多くの国々で収集されていることである。

各国の人垂々ンサスや労働力調査の一環とし

て、このようなデータが収集されていること

がしばしばある。教育水準は人間開発の一つ

の指標でしかなく、貧困の全体像を示すわけ

ではない、という短所は残るものの、上記の

長所も勘案して、本稿では貧困の代理変数と

して用いることとする。

　また、これまでの議論の中では、雇用機会
　　　　　　　　　　　　　　　　ヒノ　　　　　ゴ　コ
㊧増加、賃金の場によ一る労働報酬の増加が

貧困削減に不可分であると、暗黙裏に仮定一し．

て議論を進めてきた。また、ほとんどの貧困

層にとって労働力は唯一彼らが保有する生産

要素であるので、雇用機会の増加を貧困削減

のメカニズムとして重視してきた。しかし、

例外もあることをここで留保しておく。貧困

層の中でも高齢者、障害者、子ども等の貧困

は雇用によって解決できるとは限らない。こ

のようなグループの人々にとって、公共支出

が重要であることは言うまでもない。

（3）実証モデル

　経済成長の過程でどの産業が最も多く貧困

層への雇用機会を増加させたのか、という問

題への答えを得るために、本稿では分析方法

として簡単な要因分解を用いる。

　既存の研究において、Pro－Poor　Growthを

指向するならば、資源は農業部馳集史登せ
　　　　　　　　ロ　　ロるべきだ、という議論が有力である。Michae1

：LiptonとMartin　Ravanionは以下のように述

べている。

“ω飢ア五〇〇3coα1d望ow隅肉θ甥3　we勲5

．morθθ9α1孟aわ軌　領脚加9血脳θ5血ηθ鉱3

‘0㎜rd5　r野州危わ0匹加孟θη訂脳θorゐac㎞rd’

aoが再だθε”　（Lipton　and　Ravalion　1995，

pp．2607－2608）

　Stephan　Klasenもこの点に賛成し（Klasen

2001）、RavalhonとGaurav’Dattは、その実

証的裏付けを提供している。彼らは、インド

の家計調査から貧困指標の時系列的変化を算

出し、それをインドの1951－91年の部門別国

内生産物の変化に回帰させた。結果として、

貧困削減指標と相関が高いのは第一次、第三

次産業の生産であったことから、第二次産業

の貧困削減への貢献は小さいとした
（Ravallion　and　Datt　1996）。

　本稿において筆者らは、この認識に挑戦す

る。Raval恥nとDattの実証研究は、第一次

産業や第三次産業を中心とした成長戦略を描

写しているわけではない。彼らは「貧困層が

多く従事するセクターが成長すれば貧困削減

になる」ということを指摘しているに過ぎ

ず、それが経済成長を持続させる成長戦略に

なっているわけではない。本稿において筆者

らは、前節で展開した東アジアの貧困削減の

論理を仮説とし、貧困削減における製造業、

とりわけ労働集約的製造業、の雇用吸収の役

割を検討する。

　以下では対象国の貧困層の雇用者数、及び

’
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その増分を、業種別に分解する。実証モデル

は以下の通りである。

　ある経済が3つのセクターから構成されて

いると仮定する。仮にセクター1は農業、セ

クター2は製造業、セクター3はサービス業

を中心とするセクター1、2以外の全ての産

業としよう。

　就業者（L）は貧困層（LP）と非貧困層

（LNP）に分割される。

ムP仏NP＝L・．　　　　　　　（1）
tは時間を表している。さらに貧困層に属す

る就業者は業種別に3分割される。

　環＋環＋環＝ムP．　　　　　　　　（2）

貧困層の雇用成長率は以下の式で表される。

．4星＿星．璽＋星．∠塀
　　　　　　　　　z！　　　　　　　　　　　塀　　　　　　躍　　　　1！　1！

　　　　　　　　＋星．4垂．　　　（3）
　　　　　　　　　　　塀　　　　　　　　　z！

　ここで貧困層に属する就業者の成長率を高

めたいと考えた場合、その戦略は大きく言っ

て2つある。一つは雇用シェアの大きな産業

に資源を注力する戦略である。貧困層の多く

は農業に従事しているから、これは農業の成

長を重視する戦略に帰結する。東アジアでは

製造業の雇用成長率に比べて農業の雇用成長

率は一般に低かったことから、この戦略は、

（∠躍／ムf）が小さくとも（Lif／みP）の大きい産

業を重視する立場を取る。いま一つは、雇用

シェアが小さくとも雇用成長率が高い産業の

発展を促進する戦略である。該当する業種の

一つとしては製造業が挙げられよう。この戦

略は、（塀／Lノ）が小さくとも（∠環／瑠）の大

きい産業を重視する。本稿では、後者の戦略

がどれだけ広い範囲の国々で採用されたのか

を分析する。経済発展が進むにしたがって第

一次産業の雇用シェアが低下し、第二次産

業、第三次産業の雇用シェアが上昇すること

は、ペティ＝クラークの法則として知られて

いる（Clark　1957，　Chenery　and　Taylor

1968）。本稿は、この法則が貧困層の雇用に

も当てはまるかどうかを検討する。

　上述のように、教育水準を貧困の代理変数

とする。具体的には小学校にも入ったことの

ない未就学者を貧困層と仮定する。この場

合、（3）式の左辺は多くの国のほとんどの時期

において負の符号を取る。未就学者の数は世

界のどの国々でも減少傾向にあるからであ

る。（3）式の左辺が正の符号を取っているので

あれば、それぞれの産業の貢献度を見るため

には、

（4∠1ぜz！爆P）／（署）・（づ一⑫3）

を計算すれば事足りるのであるが、未就学就

業者の成長率が負なので、この方法を採るこ

とはできない。代替手段としては（∠1L！／L，P）

を（3）式の両辺から差し引き、

・一
ｲ（∠Li7　∠L！躍　　1！）夢（誓一誓）

＋夢（∠瑠　∠L！耀　　L，P）・　　（4）

とし、右辺の各項の符号を見るという方法が

ある。それぞれの項の括弧内の値が正であれ

ば、それは当該産業の貧困層の雇用の成長率

が、貧困層の雇用の平均成長率よりも高いこ

とを意味する。

　同じ変化を図解するためには、（2）式の両辺

をムPで割った、以下の表現の方が便利であ
る。

互＋星＋星一1．　　　　（5）
　ムP　　　ムP　　　　　　1！

この式の各項の変化の符号は、（4）式の右辺の

各項の符号に対応している。竹柏及び次々節

では（5）式を用いて上で述べた仮説を検証す

る。図1に（5）式の各項が余すところ無く表現

されている。

　図1には農業を中心とする第一次産業の雇

用シェアが横軸に、製造業の雇用シェアが縦

軸に取られている。仮にこの2部門だけで全

ての労働力を吸収しているとすると、座標は

図中の右下がりの45度線上に乗る。45度線

は、（ム／L）＋（L2μ）＝1の関係を示している。

しかし当然、上記2部門以外の業種への就業

者もいることから、実際のデータの座標は45

度線の内側に位置することとなり、45度線と

｛

鍵
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ターンを分析することによって、東アジアに

おける特徴を明らかにする（’％

（1）タイ

五13

五
　δ

の垂直（＝水平）距離が、その他の産業、つ

まり第3次産業プラス製造業以外の第2次産

業の雇用シェアを示している。座標が時間と

共に右に動けば第一産業のシェアが増えたこ

とを示し、上に動けば製造業のシェアが増え

たことを表す。原点の方向にシフトすれば、

その他産業のシェアが増えたことを意味す

る。この図を用いて、貧困層の就職口がどの

ように変化していったのかを検証する。

4．東アジアの貧困層の雇用構造変化

　本節では、ベンチマークである東アジアの

事例としてタイ、台湾について産業構造の変

化と貧困層の雇用吸収パターンを分析する。

タイ、台湾にはその発展のプロセスにいくつ

かの共通の特徴が見られる。まず第1に、そ

れぞれ始まった時期は異なるものの、1960－

70年代に労働集約型の製造業による輸出指向

戦略が採用された。第2に、タイと台湾では

それぞれ工業化に転ずる以前には農業が中心

であった。つまり、いずれの国・地域も農業

を基幹産業としながら、その経済成長の加速

は労働集約型製造業の発展によって始まった

と考えられている。これらの国々の経済発展

に伴う雇用構造の変化と貧困層の雇用吸収パ

　タイ経済はもともと農業が中心であった

が、1980－90年代の急速な経済成長が製造業

の製品輸出によりもたらされたという点で本

研究の格好の事例である。1960年代タイが工

業化政策を実施する以前は同国は小作農によ

る米作を中心とする典型的なモノカルチャー

経済であった（Ingram　l971，Krongkaew
1995）。

　図2は雇用の産業別吸収パターンを示して

いる。パネルAは1970年前後には、全就業

者のうち約80％の人々が農業に従事していた

ことを表している。タイの第3次開発計画

（1972－76年）では輸出による工業化を奨励

しているが、その背景としては国内市場の飽

和と、貿易収支の悪化が挙げられる。輸出指

向成長は1970年代に徐々に効果をあげ、1980

年代にタイの工業化が進んでいった
（Krongkaew　l　995）。

　農業産品以外では、1980年頃までは繊維製

品が主たる製造業品であった。1980年中頃ま

でに衣類、集積回路、食料加工品などが輸出

製品の中心となった。1985年のプラザ合意

後、日本、米国、NIEsからの多額のFDIが

流入するようになり、コンピューターとその

部品が輸出製造業の中心となった（Falkus
1995）。

　輸出指向戦略に伴い雇用構造も製造業へ

徐々に重点をシフトするようになる。1969年

には全就業者の内わずか4％しか製造業で雇

用されていなかったのであるが、その後製造

業のシェアは増加し1999年には13％を超え

た。これに対して第一産業は50％未満にまで

減少している（図2パネルA）。

　では貧困層はどのセクターで雇用されてい

たのであろうか。未就学就業者の全就業者に

占める割合は1969年の20％から1999年には

4％にまで低下している（表4）。図2パネ

ルBでは、これら未就学就業者の第一次産
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表4　全就業者に占める未就学者の割合
（単位：％）

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

タイ1 185鯉Σ 14．29971） 11．0 9．0 7．4 5．4 4．2 4・勉鋤

台湾2 17．01966 10．1 6．6（1983 5．8 3．8 26．5 18．4

モーリシャス島3 21．7皿972） 13．2〔1983 8．3 4．6

南アフリカ 46．1 37．6 15．6（1991）

マラウイ 52。8（1977） 54．3（19、7

ンド4 90．0（1961） 72．8（1971） 72．3（1981） 6α8（1991）

（注1）労働力は1969・85年は11歳以上が対象。1990・1995年は13歳以上。
（注2）労働力は1966年は12歳以上が対象。1975年以降は15歳以上。
1995年、2000年は全就業者に占める初等教育及び初等教育未満の教育水準の就業者の割合。教育水準別
産業統計では1995年以降「非識字」という水準はなくなっている。「初等教育及び初等教育未満」の分類
に吸収されていると思われるが、これは非識字者の割合が非常に小さくなったためと考えられる。
（注3）全就業者には、1990年、2000年は12歳以上の全就業者がカウントされている。1972年、1983年
のデータは12－14歳年齢グループの一部が対象となっている。
（注4）1981年、1991年の全就業者にはMargin．al　Worke■sを含む。
（出所）データ出所一覧参照。

パネルA：全就業者

図2　雇用構造の変化　タイ

門 13％

パネルB：未就学就業者

13％

11％

覇9％

　7％

5％

3％

199◎
毒

80

1攣L」

n％

1985

　9％

隷7％

1969

一・・7・　　i

55％　　　　　　65％　　　　　　75％

　　　農林水産業

5％

45％

（出所）　データ出所一覧参照。

85％

3％

　45％

至

1995　　1　　　　　　980

1999
@　　　　　王99　　1985

1975　　　　　1971正969

55％　　　　　　65％　　　　　　75％

　　　農林水産業

85％

業に従事する割合は、1985年に一時的な第一

次産業への揺り戻しがあるもののユ969年に

80％から1999年に70％まで減少していること

が示されている。同時に製造業に従事する未

就学就業者の割合は1969年の3％から1999年

7％にまで上昇している。未就学就業者の雇

用構造変化のパターンは全就業者と同様の傾

向であるが、パネルAと比較するとその動

きは小幅で緩慢であることがわかる。

　図2は、サービス・セクターがタイ経済に

おいて同様に重要な役割を担っていることを

示している。パネルAでは、第一次産業の

シェアの80％（1969年）から50％（1999年）

への減少が、部分的には製造業に吸収されて

いる（4％から13％への増加）ものの、第3

セクターであるサLビス・セクターに吸収さ

れている割合が非常に大きいことが示されて

いる。サービス・セクターの中では観光業が
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図3　雇用構造の変化：台湾
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65％

40％

35％
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パネルB：非識字就業者

｝

2000
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1975I
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5％ 25％　　　　　45％

　農林水産業

65％

（出所）　データ出所一覧参照。

重要な位置を占めており、観光業が外貨獲i得

の重要なセクターとなっていることが知られ

ている　（Ratanakomut！995）。

（2）台湾

　台湾は労働集約型の産業の輸出を中心に発

展したが、工業化に転ずる以前には比較的強

固な農業基盤が形成されていた（Thorbecke
1979）。

　1950年代、台湾は輸入代替による工業化戦

略を採用していたが、比較的小規模で保護さ

れた国内市場の制約の中ですぐに限界に達

し、1950年代末には輸出指向に転換した。輸

出を促進するために、それまでの輸入代替戦

略により結果として発生していた市場の歪み

を取り除き市場に中立であるための試みがな

された。更に、輸出にインセンティブを与え

るために、1965年、輸出加工区が世界に先駆

けて建設された（Scott　1979）。1960年代で

は、繊維産業が輸出の中心であったが、1960

年代後半に電子部品産業やプラスチック製品

へ多様化され、1970年代には電子計算機iや電

話などの電子製品に広がり、コンピューター

へと拡大していった（服部・佐藤1996）。

　就業者の産業別雇用データはこれらの変化

を裏付けている。図3は、輸出加工区建設直

後の1966年に、全就業者の約13％が製造業に

従事し、約40％の人々が農林水産業に従事し

ていたことを示している。その後工業化の発

展、に伴い、雇用は1985年まで製造業に重点を

移している。そして1985年を境に就業者の雇

用シェアは農林水産業、製造業ともに減少

し、サービス・セクターに吸収されるように

なっている。

　図3パネルBでは非識字者の雇用状況を
示している⑯。1966年には非識字就業者の

内、約65％の人々が農業に従事し、5％が製

造業に従事している。全就業者の雇用吸収の

変化とは異なり、非識字就業者は1985年以降

も農業から製造業へ比重を移し続けている。

東アジアの2力国・経済の事例から、全体

的な傾向として全就業者の雇用構造は農業か

ら製造業へ重点を移しており、未就学就業者

にも基本的に同じ方向の変化が見られる。た

だし未就学就業者の場合は、その変化の程度

は小幅で緩慢であった。
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パネルA：全就業者
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データ出所一覧参照。

雇用構造の変化＝モーリシャス島

　　　　　　　　　　　　パネルB：未就学就業者
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　農林水産業
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5．アフリカと南アジアの貧困層の雇
　用吸収パターン

　サハラ以南アフリカと南アジアでは貧困削

減は、東アジアで見られたように劇的に進ん

ではいない（表1）。本節ではサハラ以南ア

フリカおよび南アジアの二二国でも前節と同

じ手法で分析を行い、貧困層の雇用の推移を

追う。結論を先取りして言えば、サハラ以南

アフリカと南アジアのほとんどの国では、東

アジアで過去30年間に見られたような雇用に

おける明確な構造的変化のパターンは見られ

ない。

（1）アフリカと南アジアにおける貧困層の産

　　業別雇用の構造変化

　サハラ以南アフリカ諸国の貧困削減と経済

成長の様相は実に多様である（平野2002、

Court　and　Yanagihara　1998，Wood　and　Mayer

2001）。例えばボツワナは過去30年聞世界で

最も高い経済成長率を記録し、多くの東アジ

ア諸国よりも高いものであった（Acemoglu，

Jo㎞son　and　Robinson　2003）。近年では赤道

ギニア、ガボンが原油の輸出により目覚しい

経済成長を達成している。他方、紛争が続き

経済活動に深刻な打撃を与えている国々もあ

る。

　本項では、サハラ以南アフリカではマラ

ウイ、モーリシャス、南アフリカ、南アジア

ではインドを分析対象として取り上げる。対

象国の選択基準はデータの利用可能性に尽き
る。の。

　　①モーリシャス

　最初に取り上げるのはモーリシャスであ

る。というのは、モーリシャスは典型的な東

アジア型の経済成長を遂げていると言われて

いるからである（Lamusse　1995，　Welhsz　and

Saw　1993）。モーリシャ・スはマダガスカルの

束に位置する島国である。同国は衣類等の労

働集約型の製品を輸出加工区で製造し輸出指

向戦略を進めている。

　1970年代中頃まで同国では、サトウキビ栽

培が家庭栽培以外の雇用に中心的な役割を

担っていた。また、観光業により外貨収入を

得ていた。遡って1970年初頭より、繊維産業

を中心とする労働集約型の製造業が雇用を急

速に吸収した。図4パネルAは、全就業者
護

§
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雇用構造の変化
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（出所）　データ出所一覧参照。
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　　パネルB：未就学就業者
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　10％　　　20％

…

1991

　　　　　　　　　1970

P96◎

30％　　　40％

農林水産業

50％　　　60％

の農林水産業に従事する割合はモーリシャス

島。紛では2000年までに20％にまで減少し、同

時期に製造業では20％ポイント増加している

ことを示している。パネルBでは未就学就

業者についても同様のパターンが見られる。

未就学就業者の雇用吸収における変化の割合

は小さいが、第一次産業は徐々にそのシェア

を失い、製造業が雇用を伸ばしている。未就

学就業者の第一次産業に従事する割合は全就

業者の同割合に比べ非常に大きいことは、第

一次産業は未就学就業者に雇用機会を提供す

るという意味で今尚重要であるということを

示している。一方、全就業者に占める未就学

就業者の割合は表4が示す通り、1972年から

2000年に大きく減少している。

②南アフリカ
　南アフリカはアフリカの代表的な国である

が、このことは同国が典型的なサハラ以南ア

フリカの国であることを意味していないく平

野2002）。南アフリカは一人当たりGDPの

高さと人口規模の大きさによりサハラ以南ア

フリカ全体のGDPの4割近くを占める。南

アフリカのGDPに占める製造業の割合は、

モーリシャスと並び、サハラ以南アフリカで

最も高い。

　その一方でモーリシャスとは対照的に、南

アフリカにおける製造業での雇用吸収は限定

的である。図5パネルAでは1960－91年に
第一次産業で雇用される割合は20％ポイント

減少していることを示している。他方、製造

業はその中の数％ポイントしか吸収しておら

ず、サービス・セクターおよび鉱業が全雇用

の中でシェアを伸ばしている。パネルBは

パネルAとほぼ同様の傾向を示している。

1960年から1991年の問に未就学就業者の第一

次産業に雇用される割合は15％ポイント減少

しているが、同時期に製造業は数％ポイント

しか増加していない。

　モーリシャスと南アフリカの雇用構造の違

いは両国の製造業内の産業構造の違いに起因

する。モーリシャスの製造業においては労働

集約的な衣類産業が中心なのに対して、南ア

フリカの製造業では、食品加工品、紙・紙加

工品、化学品、鉄鋼、金属加工、機械等の付

加価値額が大きい。特化する業種の要素集約

性の違いが、製造業の雇用吸収力の違いと

なって現れているものと思われる。

　同時に表4が示すとおり、1960年から1991

年にかけて南アフリカでは初等教育が着実に

普及した。これはサハラ以南アフリカで一般

的に見られる現象とは異なっている。
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　③　マラウイ

　表4が示すとおり、マラウイでは1977年と

1987年の間で未就学就業者の全就業者に占め

る割合が増加した。マラウイは本稿で取り上

げた国・経済の中で、この比率が上昇した唯

一の国である。そのせいもあってか、雇用構

造変化のパターンは他国と逆行している（図

6パネルA）。1977－87年の問に全就業者に

おける第一次産業の割合は増加し、製造業の

占める割合は減少している。未就学就業者の

雇用構造変化も同様である（図6パネルB）。

　マラウイは1964－79年には実質GDPの年
平均増加率は5．9％という目覚しい発展を経

験していたが、第2次石油ショックに起因す

る世界的な不況により、1980年以降低迷し、

実質GDP成長率は1980－98年ではマイナス
に転じている（Pryor　1990，Lal　and　Mytnt

1996，pp．180－184）。1980年以降同国の貧困

は所得でみても教育でみても改善されていな

い。

　④　インド

　南アジアは一般に、サハラ以南アフリカと

比べれば貧困削減が進んでいると言ってよい

であろう。本調査に必要な統計データが入手

可能であったインドについて、以下分析を試

みる。

　インドでは10年毎に包括的な人ロセンサス

が実施されている。利用可能な最も新しい

データは1991年センサスである。教育水準別

産業別就業者数は、まず1961年センサスに登

場し、以後1971年、1981年、1991年に公表さ

れている。

　これらによればインドでは1960－80年代の

30年間に全就業者の農業に従事する割合は、

微減に留まっている。図7パネルAでは、

19印年以降1991年までに5％ポイントしか減

少していないことを示している。また同時

期、製造業への雇用シェアは上昇の傾向は見

えない。パネルBの未就学就業者の産業別

雇用構造のトレンドは明確であるが、その方

向は台湾やタイの場合と正反対で、農業の

シェアが増加し製造業のシェアが減少する傾

向を示している。

　表4は、全就業者に占める未就学就業者の

割合が30年間に90．0％から60．8％に減少して

いることを示している。しかしながら、1991

年のインドにおける60．8％という数字は、南

アフリカの1991年の15．6％、タイの1990年の

1．
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5．4％に比較するとかなり高いことが注目さ

れる。

　インドの雇用構造はインドの経済発展パ

ターンに規定されていると考えられる。人ロ

が多く、その意味で大国であるインドは伝統

的に、国内市場を生産物の販路として重視し

て重化学工業化を指向してきた。1990年代初

頭に初めて本格的に貿易を自由化し、インド

の比較優位が充分に実現されるに至ってい

る。しかしながら、本調査では最新のデータ

は1991年であり、この貿易自由化の影響を全

く反映していない（1鋤。

（2）何が東アジアと異なるのか

　これまで、輸出指向性の高い東アジア経済

において、貧困層雇用の重心が、1960年代終

わりから1990年代終わりにかけて、第一次産

業から製造業にシフトしていったことを示し

た。同様の傾向は、サハラ以南アフリカの中

でもモーリシャスにおいて見られた。一方、

その他のアフリカ諸国及び南アジア諸国の貧

困層の就業構造には、東アジアで見られたよ

うなパターンの変化は起こっていない。この

違いはどのような要因で説明されるのであろ

うか。

　①貧困削減の進展

　第一に注目すべき点は、貧困層の雇用が製

造業ヘシフトした経済では、既にかなりの程

度、貧困削減が進んでいるということであ

る。持続的な経済成長が本格化していない国

では、大きな構造変化が起こらなくて当然で

ある。図2～7に見られるように、労働市場

における構造変化は東アジアの方がサハラ以

南アフリカ、南アジアより大きい。メカニズ

ムの如何は置くにせよ、サハラ以南アフリ

カ、南アジア諸国の大半は、東アジアで起こっ

たような構造変化が起こっていないからこそ

貧困削減の進みが緩やかなのだ、という見方

も成り立つ。

　②生産要素の賦存状況

　東アジアにおいて1970－90年代に生じた高

成長は世界銀行によって「東アジアの奇跡」

と呼ばれた。この経済成長実績が本来の言葉

の意味で奇跡であるならば、東アジアの経験

を他の経済が追体験することは「奇跡的に難

しい」と言うこともできる。事実、このよう

な警告が諸処で発せられている（Rodrik
1994，World　Ban：k　l993，and　Wood　2002）。

Adria：n　WoodとJ6rg　Mayerは、東アジアと
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サハラ以南アフリカでは、平均的な土地労働

比率が異なるので、発展パターンが異なって

当然である、と主張している（Wood　2002，

and　Wood　and　Mayer　2001）。このような資

本を含めた3要素の賦存状況によって、異な

る経済発展経路が有り得ることを最初に示し

たのはEdward　Leamerである（Leamer
1987）。

　この論点は慎重に検討する必要がある。

Edward　Leamerはもう一つの著作におい
て、世界の58の発展途上国及び先進国の11に

わたる生産要素の賦存量を推定している

（Leamer　1984）。　WoodとMayerはLeamer

のアプローチより簡便な方法を用いて
Leamerの推定を更新している（Mayer　and

Wood　2001，Wood　1994，2002，　and　Wood　and

Mayer　2001）。その結果彼らは、労働者100

人当たりの土地の面積はサハラ以南アフリカ

の平均が17．5㎞2であるのに対して、東アジ

アは2．8㎞2、南アジアは1．8㎞2であるとし

ている㈲。これに基づき彼らは、サハラ以南

アフリカ諸国が開発戦略を考える際に手本と

すべきは労働豊富なアジアではなく、土地豊

富な南北アメリカだ、としている。

　第3節において我々が展開した東アジアの

Pro－Poor　Growthの論理は、東アジアが労働

豊富なので労働集約財に比較優位があり（ヘ

クシャー＝オリーン定理）、徐々に貿易自由

化が進んだ中で労働集約財の価格が上がるこ

とにより賃金等労働条件の改善が起こったこ

とが（ストルパー＝サミュエルソン定理）、

労働をほとんど唯一の生産要素とする貧困層

の所得上昇につながった、とするものであ

る。この論理をもし土地豊富国に当てはめれ

ば、貿易自由化は労働集約財価格の低下から
　　　　　　　　　　　　　ドコダ　ヨマノちり　ノノ　　　　　へ　　　ドロ　　　　　　　　　　　　ド

賃金早落を導一ぎ、土地を撞⊇西下の所得草聖

力轡の㊨四四唄い労購の鵬は
脚に下る㈱。したがって、単純な貿
易自由化が労働者の所得を上げるという、労

働豊富なアジア向けの開放政策は貧困削減と

逆行する可能性がある。開放政策による効率

改善と貧困劇減が両立しないならば、徐々に

ではあっても貿易自由化を迫られているサバ

ラ以南アフリカ諸国においては、労働集約財

の生産促進等によって、労働者の被る損失を

相殺する必要が生じうる。これと軌を一にす

る労働集約財生産促進の主張として、1990年

版の世界銀行の世界開発報告がある（World

Bar〔k　1990）。また現実に、サハラ以南アフ

リカ諸国に対し、既に米国がアフリカ成長機

会法（African　Growth　and　Opport㎜ity　Act：

AGOA）による優遇貿易措置を与えており、

これを活用して衣類等労働集約財の輸出を伸

ばしている国もある（Stern　and
Netshitomboni　2002）。

　また、いま一つ留意すべき点としてあげら

れるのは、サハラ以南アフリカ諸国の要素賦

存状況は国によって多様だということであ

る。土地に対して労働が豊富な国もアフリカ

にはいくつかある。WoodとMayerの著作か

ら、サハラ以南アフリカ諸国の中で1990年に

土地労働比率の低い順にいくつかの国を取り

上げ、その土地労働比率を図8に掲げた。こ

れによると土地労働比率が最も低いのはモー

リシャスであり、これにルワンダとブルンジ

といった大湖地域の小国が続く。それ以外の

労働豊富国は西アフリカに多く、これにやは

り小国のウガンダとマラウイが加わる。大国

の中ではナイジェリアの土地労働比率が低い

ことが注目される。これらの労働豊富国では

東アジアで機能したような、、労働．集約趣輸出

を空傘と⊥た開発戦略．に一よ．⑱r
Gmwthを達成する可能性がある。もちろん

この可能性は実現するとは限らないのであっ

て、同様に労働豊富である南アジア諸国も、

上記のメカニズムによるPro－Poor　Growthを

成し遂げてはいない。したがって、要素賦存

状況以外の別の要因も検討しなければならな

い。

　③対外開放度
　そのうちで最も重要な要因の一つとして考

えられるのが対外開放度である。本稿で用い

たPro－Poor　Growthの論理は貿易自由化が

徐々に進んで初めて成立する話である。本稿

で取り上げたインドでは、貿易自由化は1990
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図8アジアとアフリカにおける土地労働者比率（1990年）（単位：労働者100人あたりの面積㎞2）
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（注）東アジア、南アジアの数値は各地域の労働者100人あたりの土地面積の単純平均。アフリカ諸国

　　は昇順で配列。

（出所）Wood　and　Mayer　2001．
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年代からようやく本格化した（内川2000）。

したがって、用いられているデータが1991年

までに留まっている図8には、1991年から始

まったインドの自由化が反映されていない。

自由化後にインドのIT産業（データの入力

など単純作業を含む）や他の労働集約品輸出

が成長していることは、最近では有名であ
る。

　このように貿易自由化等の措置により輸出

を増加させることができれば、マラウイ等の

労働豊富国は東アジア的なPro－Poor　Growth

戦略を採りうる。AGOAがその追い風となる

ことが期待される。

6．おわりに

　東アジアの経済成長は長期的に貧困削減を

伴ったのでPro－Poor　Growthの一例といえ

る。東アジアのPro－Poor　Growthのプロセス

は政府による貧困層向け公共支出主導ではな

く、むしろ市場を通じて民間部門が労働需要

を高めていく中で起こった自律的な過程で

あったと考えられる。そして民問部門の中で

も輸出向け労働集約製造業品が東アジアの

Pro－Poor　Growthの中核であった。本稿で

我’々は、タイと台湾において1960年代以降に

貧困層の雇用増加率は、製造業の方が農業よ

り高かったことを見てきた。このような特徴

は、アフリカの島懊国であるモーリシャスを

除くと、データが利用可能な国々で見る限

り、サハラ以南アフリカや南アジアでは見ら

れなかった。

　本稿ではPro－Poor　Growthを戦略的に実現

するための製造業の役割に焦点を当てたが、

これは農業の役割を軽視するものではない。

門門門門多門叢ユ』二丁』重農業の生童だ便

笠幽翠削減曝貢献するであう渥一貧駐一
層は近隣で職を：得ら．れるであろうし、農業部

門が供給する農産物は，．輸入品よ．り高品質で

安論りに抽て・姻層の蛎を1開楚あ
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ろう。また玉997年のエ．ジア通貨危機の後に生

卵う」峠＝般に経済危機や飢渇の際には
農村生活より都市生活者の方が悪．影響を大き

三豊受けやすい6生活に困った者肺の人々を農

村が扶養するということはナ分有り得る吻。
　　　　ダ　　　ロへ　づ　　　ドロ　　
この一ごとから、貧困削減を目指す多くの論者

が農業に注目するのは理解できる（Kユasen

2001，1．ipton　and　Ravalhon　1995，　Ravalion

and　Datt　1996，　and　Warr　2002）。しかし、：Pro

－Poor　Growthを継続的な政府の補助なし

に、自律的なプロセスとして農業中心に実現

させるシナリオはまだ書かれていないと考え

　る。

　　我々が懸念するのは、貧困削減の実現のた

めに農業や農村部門の役割が強調されるが故

に、特に雇用創出に関する製造業の役割が軽

視されることである。雇用それ自体も、近年

の開発政策の中では軽視されがちに見える。

例えばミレニアム開発目標は大項目として、

貧困、ジェンダー、教育、健康、環；境につい

て挙げているが、雇用は二次的な位置づけに

留まっていることに象徴されている。

　　このように雇用が近年の開発政策の中で必

ずしも重視されていない理由は、それが本来

民間部門によって満たされるべきであると考

えられている一方、政府開発援二助が基本的に

は民事部門には供与されないことであろう。

　しかし、政府の役割は援助金等を元にした公

共支出のみに限定されるわけではない。経済

開発計画の策定等により、紀聞部門を含む経

済全体に、当該経済が向かうであろう道筋を

指し示し、経済開発に関する前向きの姿勢を

示すことも、政府に与えられた重要な役割の

一つである㈲。この意味で、Pro－Poor　Growth

　を導く輸出向け労働集約産業の可能性を政府

が真剣に取り上げる姿勢を国民に対してみせ

ることは、そのメカニズムを実際に実現させ

る上で非常に重要である。東アジアで機能し

たこのメカニズムが、サハラ以南アフリカや

南アジアのいくつかの国で繰り返される可能

性は十分にある。少なくともバングラデシュ

　とインドでは既にその萌芽が見られる。これ

以外にも、．生産活動のために必要でありなが

ら、外資を含む民間部門が採算性を考えて取

り組もうとしない物的・制度的インフラスト

ラクチュアの建設も政府の重要な役割の一つ

として残されていることを、最後に付言じて

おく。
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（1）本稿は同じ著者によって執筆され、開発援

　　助の主要ドナーと一部のアフリカ諸国が参

　　加してアフリカ開発支援のあり方を検討す

　　るフォーラムであるStrategic　Partnership

　　with　Africa（略称SPA）の「成長と平等」

　　タスク・チームに提出した論文を発馬させ

　　たものである（Kurihara　and　Y㎜agata

　　2003）。同論文は近い将来JBIC開発金融研

　　究所より出版予定であるが、筆者らが所属

　　する機関の公式見解を示すものではない。

　　本稿執筆にあたっては、本誌のレフェリー

　　に加え、以下の方々のコメントが有益であっ

　　た。記して感謝の意を表する：石川滋、伊

　　藤成朗、大野健一、澤田康幸、錦見浩司、

　　野上裕生、柳原透、弓削昭子、Somchai

　　Jitsuchon，　Nanak　　I（a㎞ar亘，　Medhi

　　Krongkaew，　Priyanut　Piboolsravut，　Uma　Rar直，

　　C㎞g－Lung　Tsay，　Wichai　Turongp皿。この

　　他、国際開発学会、日本貿易振興会アジア

　　経済研究所での報告における参加者との議

　　論が有益であった。

（2）これはミレニアム開発目標の大項目として

　　雇用が取り上げられておらず、ターゲット

　　16に若者の雇用の拡大が挙げられているに

　　過ぎないことに象徴されている。またPRSP

　　Sourcebook（World　Bar〔k　2001）の中でも雇

　　用の問題を正面から扱う章はない。PRSPに

　　おける貧困削減計画が3年を達成の目処と

　　していることについては国際協力事業団国

　　際協力総合研修所（2001）、第2章等を参照

　　のこと。

（3）この他Pro－Poor　Growthの要件として、（1）

　　雇用吸収力の高さ、（2）貧困の社会的側面の

　　重視、（3）基礎教育、保健、家族計画等への

　　直接的貧困削減政策の重視、が挙げられる

　　こともある（Kakwar直ar［d　Pemia　2000）。

（4）このような市場メカニズムによる自律的な

　　貧困削減をStephan照asenは「直接的方法」

　　と呼び、公共支出による再分配政策による

　　貧困削減を「間接的方法」と呼んでいる

　　（1（1asen　2001）。

（5）農民の多くが土地無し層になっていくプロ

　　セスは農民層分解と呼ばれ、特にアジアの

　　農村を対象に分析が深められた。例として

　　は田坂（1991）等を参照のこと。

（6）東アジアのどの経済の場合でも、発展段階

　　の初期には先発の強力なライバルがいた。

　　明治日本の綿製品の場合にはイギリス、戦

　　後のアジアNIEsの労働集約財の場合には日

　　本、1970－80年代の東南アジア諸国の労働

　　集約財の場合にはアジアNIEsが、既に国際

　　競争力を有した強力な先発国であったが、

　　これら先発国の所得水準の上昇、豊富な外

　　貨準備蓄積に導かれる自国通貨の増価、後

　　発国の技術導入等によって、後発国の製造

　　業品の国際競争力は高まっていったのであ

　　る。現在世界では中国製の製造業品が多様

　　な分野において競争力を有していると言わ

　　れている。このことから南アジアやアフリ

　　カの後発発展途上国が製造業品に競争力を

　　持ちうるのかどうか危惧する向きもあろ

　　う。2003年半ばからは米国議会において中

　　国の通貨切り上げを求める動きが活発化し

　　ている。中国が高成長によって所得を増や

　　すとともに賃金水準も向上し、かつまた外

　　貨準備の蓄積から通貨切り上げが可能と

　　なって、中国の購買力が高まるとともに、

　　後発発展途上国が労働集約財に競争力を持

　　ちうる余地が増えることが期待される。

（7）この点についても仮説の域を出ないが、こ

　　れを支持するいくつかの指摘がなされてい

　　る。（1）1980年代までアジアでも高学歴失業

　　が問題化しており（牟田1987）、高等教育

　　が生産性向上に及ぼす影響の程度について
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　　は疑問が提起されている。（2）東アジア内の

　　国際比較で見ても、中等教育就学率の低い

　　タイの経済成長パフォーマンスが、同比率

　　の高い周辺国の経済成長パフォーマンスよ

　　り良好であったと見なされている。具体的

　　に言えば、世界銀行のWorld　Development

　　In（五catorsによると、1980年代末から1990年

　　代初めにかけてタイの中等教育就学率は約

　　40％で、旧ASEAN　5属国の中で最低であっ

　　た。しかし同時期にタイは実質で年率10％

　　近い高成長を遂げている。（3）教育を通じた

　　人的資本収益率と所得上昇に関する、アジ

　　ァを含む全世界の国際比較において、教育

　　水準の向上から所得上昇への因果関係は弱

　　いという研究結果がある（B且sand照enow

　　2000）Q

（8）　「相対的に労働豊富」と言う際に、ここで

　　は比較対象として土：地を想定している。資

　　本は蓄積可能なので、経済成長が進むにし

　　たがって増加し、要素賦存量が変化する。

　　なお、東アジア諸国・経済が一般に労働豊

　　富かどうかについては議論がある（Leamer

　　1984，1987，：Laユand　Myint　1996）。

（9）ここで用いている「経済成長」という用語

　　は短期的な所得の上昇を指しており、いわ

　　ゆる経済成長理論で言うところの定常成長

　　とは異なる。内生成長理論は当初、戦後数

　　十年にわたる東アジアの高成長は、定常状

　　態として記述されるべきだ、という前提で

　　構築が進んだ。しかし、Charles　Jones等の

　　実証研究（Jonesユ995）により、世界各国

　　の定常成長率が大きく乖離するのはおかし

　　い、というコンセンサスが形成されつつあ

　　る。つまり、東アジアの高成長も、長い経

　　済成長の歴史から見れば短期的現象として

　　解釈するのが妥当という見方である。この

　　見方に立てば、東アジアの高成長を（長期

　　の）定常均衡に収束する（短期の）移行経

　　路で説明することも、あながち意味のない

　　ことではないと考えられる。

㈲　具体的に言えば、ある国の比較優位が技術

　　革新の活発な成長産業にあるのであれば、

　　貿易自由化は経済成長にプラスになりやす

　　い。このような動学的な利害得失と静学的

　　な利害得失の大小関係により、その国にとつ

　　て貿易自由化が利益をもたらすのか、不利

　　益をもたらすのかが決まる。

09注9も参照。

㈱資本は、物的資本であれ人的資本であれ、

　　蓄積可能なので賦存量は経済発展にした

　　がって変化する。ここで労働と土地に注目

　　するのは、両者とも各国における要素賦存

　　量の変化が限定的で、両者の問の賦存比率

　　は各国毎に安定的である一方、国際的な格

　　差が大きいからである。労働は自然増や人

　　口移動、土地は開i墾や集約的な利用によっ

　　て、生産活動に用いることのできる総量が

　　変化しうるのであるが、土地労働比率の国

　　際的格差を解消するほどの変化が起こるこ

　　とは稀だと考えられる。

⑬　例外はタイである。所得水準別産業別雇用

　　データが毎年季節毎に、National　Statistical

　　Of覧ce，　E叩or孟（ガ訪e五aわoz」Fbrce　3㎜甲か

　　ら得られる（末廣1998）。ただし、（1農家

　　の自家消費等の帰属計算がなされていな

　　い、（2）所得階層の区分が粗い、（3）所得は名

　　目の値である、という点から、本稿の目的

　　で用いるには困難がある。

（④　事実、教育水準の上昇と経済成長の関係に

　　ついて、前者から後者への因果関係は弱い

　　と結論づけたマクロ経済研究がある（B丑s

　　and　Klenow　2000）。

⑮他にインドネシアでも必要なデータは利用

　　可能である。我々の別稿ではインドネシア

　　の分析も取り上げたが、本稿では紙幅の関

　　係上、記述を省略する。インドネシアでは

　　1976年から2000年のデータで分析を行っ

　　た。全就業者は農業から製造業へ雇用構造

　　は変化を見せているが、非識字就業者には

　　この傾向はみられず、1976年と2000年では

　　ほぼ同じ雇用構造となっている。その要因

　　として、インドネシアは天然資源が豊富で

　　あり、また人口規模が大きく大規模な国内

　　市場を有していたことより、労働集約型の

　　製造業による輸出振興政策への転換は台

　　湾、タイに比べ遅れていたことが考えられ

量
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　　る。（Kur血ara　and　Yaエnagata　2003）

⑯　台湾においては、非識字者の産業別雇用デー

　　タが公表されている。未就学就業者のデー

　　タとは異なるため、他国との比較には注意

　　を要する。

⑳　他に、サハラ以南アフリカではセイシェル、

　　南アジアではバングラデシュも必要なデー

　　タが利用可能である。セイシェルの雇用構

　　造変化は方向としてモーリシャスと同一で

　　あった。バングラデシュでは近年衣類産業

　　を中心に輸出が増加しているが、入手可能

　　であったデータが2時点（1989年、1995／

　　96年）のみであったこともあり、雇用構造

　　の変化は全県学者、未就学就業者ともに確

　　認されなかった。（Kurihara　and　Yamagata

　　2003）。

㈹　モーリシャスは、モーリシャス島といくつ

　　かの小島からなる。2番目に大きい島はロ

　　ドリゲス島であるが、その人口はモーリシャ

　　ス全体の数％である。1972年の雇用データ

　　はモーリシャス島のみを示しており、図4

　　および表4はモーリシャス島のみを対象と

　　している。

⑲更に、インドの人紫白ンサスで使用されて

　　いている「労働者（Workers）」の定義は、

　　国際的に使用されているものと厳密な意味

　　で一致したものではなく、1961年以降修正

　　が加えられている点にも留意する必要があ

　　る（Oeη5召30f1カ（五a　l9911997，pp．1－2）。

　　また、1981年と1991年のセンサスでは「労

　　働者」の定義はより拡大されている。働い

　　ていた日数により更にMatn　Workersと

　　Marginal　Workersの2つのカテゴリーに分

　　類されている。表4および図7においては

　　広義の「労働者」概念を採用している。元

　　の統計の定義が、時系列的に統一されてい

　　ないため、産業別雇用構造の変化の一部が

　　上記のような労働者の定義の変化によって

　　いる可能性がある。

　　　また、Uma　Rari氏より、人ロセンサスよ

　　り労働力調査を利用すべきだ、とのコメン

　　トを得たが、本稿では氏のコメントを反映

　　するに至っていない。

⑳

⑳

②功

㈲

しかも、東アジアには当該指数が20．1㎞2の

パプア・ニューギニアが含まれており、南

アジアには同6．8㎞2のアフガニスタンが含

まれているので、そうでない場合に比べて

数値は高まっている。

ここでは貿易自由化が、技術移転や資本財

輸入等々で生産能力を拡大するような動学

的効果を、議論から省いていることに留意

されたい。

近世のヨーロッパの事例についてはE．A

Wrigleyが、近世の四国の事例については宮

本常一が記している（Wh91ey　1969邦訳、

pp．105－118、宮本ユ984、　pp．159－170）。

ある経済に「貧困の罠」を含む複数均衡が

ある場合に、初期条件のみでは均衡経路が

決まらずに、その経済の構成員の持つ期待

（behef）によって、どの均衡が実現するか

が決まる場合がある。このような「期待」

を自己実現的予言（self－fU㎜ng
prophecies）と呼ぶ。そのような場合に、

政府が積極的にその経済の構成員の期待を

前向きにすることによって、その経済に拡

大均衡を実現させる可能性がある（Ciccone

and　Matsuyama　1996，　Fa㎜er　1993　and

Matsuyama　1997）。戦後日本の「所得倍増

計画」をその一例と考えることもできるだ

ろう。
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Strategies to achieve the pro-poor growth in LDCs through industria[L policy are explored. It is

studied which industry played a major role to provide the poor employment opporturrities in the

process of economic development in Asia and Ai}rica. It turns out that while the share of agriculture

in employment of the poor was greater, manufacturing industry played a leading role to increase

employment opportunities for the poor in Thalland and Tatwan, which are typical fast growirtg

econornies in East Asian for the 1970 s-90 s. The same tendency is found for Mauritius, which is

another example of successful export-oriented countries in anica, while other African and South

Asian countries where the momentum of globalization had not fully Incorporated, e.g. Malawi, South

Afirica and Inoda, manufacturing industry dld not absorb the poor for employment as much. It is

concluded that manwhcturing industry may increase employment of the poor more than agriculture

if its comparative advantage is materialized through globalization, even though the share of

agriculture in employment of the poor is greater than of manufacturing in typical LDCs. Even in the

context of the pro-poor growth the role of manufacturing should not be overlooked.
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